平成21年5月1日

建築基準法第52条第14項第1号の規定による許可の基準
大阪府住宅まちづくり部建築指導室審査指導課
第１　目的
この基準は、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第52条第14項第1号の規定に基づき、同一敷地内の建築物の機械室その他これに類する部分の床面積の合計の建築物の延べ面積に対する割合が著しく大きい場合におけるその敷地内の建築物の許可に関し必要な事項を定めることにより、容積率緩和制度の適正な運用を図り、もって省資源、省エネルギー、環境への負荷の低減、防災の促進及び高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物の建築の促進を目的とする。
第２　許可の方針
法第52条第14項第1号の規定に基づく許可（以下「許可」という。）は、この基準に適合する建築物について行う。ただし、法の趣旨にかんがみ、この基準によることが必ずしも適切でないと認められる場合は、総合的な判断に基づき行うこととする。

なお、許可には、法第92条の２の規定により条件を付することがある。
第３　許可の要件
１　対象建築物

次に掲げる建築物は、法第52条第14項第1号に該当する建築物とする。

(1)　次の設備等（容易に取り外し、又は移動できるものを除く。）を設置する建築物
①　コージェネレーション施設
②　太陽光発電設備

③　燃料電池設備

④　自然冷媒を用いたヒートポンプ・蓄熱システム

⑤　①から④までに掲げるもののほか、省資源、省エネルギー、環境への負荷の低減等の観点から有効な設備等であって、公共施設への負荷の増大のないもの

(2)　高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物
①　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号。以下「バリアフリー法」という。）第2条第16号に規定する特定建築物（以下「特定建築物」という。）にあっては、バリアフリー法第17条第3項の規定による認定を受けた建築物（認定を受ける見込みがあるものを含む。）
②　特定建築物以外の建築物にあっては、そのバリアフリー法第2条第18号に規定する建築物特定施設（以下「建築物特定施設」という。）が、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第24条の規定に基づく国土交通大臣が高齢者、障害者等の円滑な利用を確保する上で有効と認めて定める基準（平成18年国土交通省告示第1481号。以下「告示」という。）第2に掲げる基準に適合する建築物
２　対象地域
都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第1項第１号に規定する用途地域のうち次のいずれかに該当する用途地域であること。

①　第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域
②　近隣商業地域又は商業地域
③　準工業地域、工業地域又は工業専用地域

３　空地率

許可を受けようとする建築物の敷地内の空地率（敷地内の空地面積の敷地面積に対する割合をいう。）が、次の数値以上であること。

1.2－Ｃ

Ｃ：基準建ぺい率（法第53条の規定による建ぺい率の最高限度をいう。以下同じ。）

第４　容積率の割増しの対象となる床面積
１　第３の1の(1)に掲げる建築物の場合
第３の1の(1)の①から⑤までに掲げる設備等を設置する部分のうち次のいずれにも該当する部分の床面積とする。

①　当該設備等の本来の用に供する部分（当該設備等の管理用事務室等人が常駐する部分及びこれに附属する部分を除く。）であることが明確に判断でき、かつ、他の用途と併用しない部分
②　壁等によって建築物の他の部分から独立した区画を成す部分
③　当該設備等の設置のための必要最小限の部分

２　第３の1の(2)に掲げる建築物の場合
(1)　対象となる建築物特定施設の要件
	次の表に定める基準に適合すること。
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及び
障害者
	　
	主に高齢者
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「誘導基準」：高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関する基準を定める省令（平成18年国土交通省令第114号）第1条の規定に係る基準（特別特定建築物に設置される特定かつ多数の者が利用するものについては、同令第18条の規定を除く。以下「建築物移動等円滑化誘導基準」という。）
「告示基準」：告示の第2の1から5までに掲げる基準
(2)　容積率の割増しの対象となる床面積

①　特定建築物に設置される建築物特定施設（②に該当するものを除く。）

次に掲げる建築物特定施設ごとに、それぞれ次に定める床面積を超える部分の床面積（バリアフリー法第19条の規定により容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない床面積を除く。）及び浴室その他の高齢者、障害者等が円滑に利用できるよう配慮したことにより床面積が増加したことが明らかである建築物特定施設の部分の床面積の合計

ア　廊下等
	廊下の部分

廊下の用途
	両側に居室がある廊下
	その他の廊下

	①　小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校における児童用又は生徒用のもの
	㎡

2.30Ｌ
	㎡

1.80Ｌ

	②　病院における患者用のもの、共同住宅の住戸若しくは住室の床面積の合計が100㎡を超える階における共用のもの又は３室以下の専用のものを除き居室の床面積の合計が200㎡（地階にあっては、100㎡）を超える階におけるもの
	1.60Ｌ
	1.20Ｌ

	③　①及び➁に掲げる廊下以外のもの
	1.20Ｌ


Ｌ：廊下等の長さ（ｍ）
イ　階段

	階段の部分

階段の用途
	段がある部分
	踊場

	①　小学校における児童用のもの
	㎡

2.28Ｈ
	㎡

1.68

	②　中学校、高等学校若しくは中等教育学校における生徒用のもの又は物品販売業（物品加工修理業を含む。）を営む店舗で床面積の合計が1,500㎡を超えるもの、劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂若しくは集会場における客用のもの
	2.03Ｈ
	1.68

	③　直上階の居室の床面積の合計が200㎡を超える地上階又は居室の床面積の合計が100㎡を超える地階若しくは地下工作物内におけるもの
	1.44Ｈ
	1.44

	④　①から③までに掲げる階段以外のもの
	0.72Ｈ
	0.90


Ｈ：階段の高さ（ｍ）
ウ　傾斜路

	傾斜路の部分

傾斜路の用途
	傾斜がある部分
	踊場

	①　小学校、中学校、高等学校若しくは中等教育学校における児童用若しくは生徒用のもの又は物品販売業（物品加工修理業を含む。）を営む店舗で床面積の合計が1,500㎡を超えるもの、劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂若しくは集会場における客用のもの
	㎡

11.20Ｈ
	㎡

1.68

	②　直上階の居室の床面積の合計が200㎡を超える地上階又は居室の床面積の合計が100㎡を超える地階若しくは地下工作物内におけるもの
	9.60Ｈ
	1.44

	③　①及び②に掲げる傾斜路以外のもの
	6.00Ｈ
	0.90


Ｈ：傾斜路の高さ（ｍ）
エ　昇降機（かごに係る部分に限る。以下同じ。）　1.10㎡（床面積の合計が2,000㎡以上の特別特定建築物に設置される高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第18条第2項第5号チに規定する不特定かつ多数の者が利用する建築物の移動円滑化経路を構成する昇降機にあっては、1.83㎡）

オ　便所（車いす使用者用便房に係る部分に限る。）　1.00㎡
カ　駐車場（車いす使用者用駐車施設にあっては、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第2条第1項第4号の規定により延べ面積に算入しない自動車車庫等の部分の床面積を除く。以下同じ。）　15.00㎡（床面積の合計が2,000㎡以上の特別特定建築物に設置される駐車場にあっては、21.00㎡）

②　特定建築物以外の建築物に設置される建築物特定施設又は共同住宅の住戸、病院の病室等に設置される建築物特定施設
ア　住戸内に設置される建築物特定施設

次に掲げる建築物特定施設（高齢者、障害者等の利用上支障がない部分を除く。イにおいて同じ。）ごとに、それぞれ次に定める数値を超える床面積、昇降機の昇降路の部分の床面積その他高齢者、障害者等が円滑に利用できるよう配慮することにより床面積が増加したことが明らかである建築物特定施設の部分の床面積の合計
(ｱ)廊下等　0.85(Ｌ１－Ｌ２)＋0.80×Ｌ２(㎡)
(Ｌ１：廊下等の長さ、Ｌ２：廊下等のうち柱等の箇所の長さの合計(ｍ))
(ｲ)階　段　段がある部分　0.72×階段の高さ(㎡)
踊　　　　場　0.90㎡

(ｳ)傾斜路　傾斜がある部分　6.0×傾斜路の高さ(㎡)
踊　　　　　場　0.90㎡
(ｴ)便　所　1.00㎡

(ｵ)浴　室　2.50㎡

イ　住戸以外の部分に設置される建築物特定施設等

次に掲げる建築物特定施設等ごとに、それぞれ次に定める数値を超える床面積その他高齢者、障害者等が円滑に利用できるよう配慮することにより床面積が増加したことが明らかである建築物特定施設の部分の床面積の合計

(ｱ)廊下等　0.9Ｌ(㎡)(Ｌ：廊下等の長さ(ｍ))
(ｲ)階　段　ア(ｲ)に定める面積
(ｳ)傾斜路　ア(ｳ)に定める面積
(ｴ)便　所　　1.0㎡

(ｵ)病院の病室　患者１人当たり4.30㎡

第５　容積率の割増しの限度
割増し後の容積率は、次の数値を限度とする。

Vo × 1.25

Vo：基準容積率（法第52条第1項から第7項まで及び第9項の規定による容積率の最高限度をいう。）

附則

　　この基準は、平成21年5月1日から施行する。
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